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特 集    政 策提言   

「 グ ロ ー バ ル 人 材 育 成 の た め の 外 国 語

教 育 政 策 に 関 す る 提 言 —― 高 等 学 校 に お

ける複数外国語必修化に向けて—―」   

【 1 .    特 集    政 策提言エッセイ１】   

   多 言語教育推進研究会の活動と成果   

古石篤子   

日本言語政策学会    多 言語教育推進研究会（代表古石）は、

「グローバル人材育成のための外国語教育政策に関する提

言—―高等学校における複数外国語必修化に向けて—―」を、

本年 2 月 23 日付で文部科学省や中央教育審議会など関係

諸機関に提出しました。   

そ の提言の骨子は、高等学校において、英語に加えて「第

2 の外国語」を選択必修科目と位置づけ、すべての高校生が

7 言語 (ア ラビア語、韓国・朝鮮語、スペイン語、中国語、

ドイツ語、    フ ラ ンス語、ロシア語    [五 十 音 順 ])の う ち から

1 つの外国語を選択必修するようにするというものです。そ

して、この具体化のために、これら 7 言語のそれぞれの学

習指導要領案も作成・添付しました。21   世 紀を生きる人材

育成、そして国の経済活性化と安全保障の観点からも、英語

のみでは不十分であり、外国語教育の多様化が不可欠である

という主張です。   

こ の提言を提出するに至った理由は、近年グローバリゼー

ションが進む中、日本の外国語教育は英語への一極集中が加
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   今 号 は 特 集 と し て

JALP 言 語 教 育 推 進 研

究 会 が ま と め た 提 言 に

携 わ っ た 委 員 の な か か

ら 6 名 の 方に それ ぞれ

の 思 い を 執 筆 し て い た

だき まし た。なお 、今 号

は、研究 動向 エッ セイ は

お 休 み さ せ て い た だ き

ます 。   
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速 さ れているという危機感です。英語教育の強化自体は重要

なことであるとしても、昨今の議論は、英語さえできればグ

ロ ー バ ル 人 材 で あ る か の よ う な 印 象 を 国 民 に 与 え て し ま っ

ています。21 世紀のグローバル社会を生きるためには、ま

ず多様な歴史や社会背景をもつ人々の存在を認識し、協働し

て問題解決にあたることのできる能力が必要になります。そ

のためには、相互理解の基盤であるさまざまな言語・文化的

背景を理解し、互いに尊重しあえる態度を養うことが不可欠

であり、学校教育における「第２の外国語」の学習は、まさ

に そ の よ う な 人 材 育 成 の 重 要 な 基 盤 を 成 す と 考 え る 次 第 で

す。   

提 言の詳細（挨拶状、提言、7   言 語学習指導要領案、送

付 先 リ ス ト ） は 以 下 の URL を ご 覧 く だ さ い 。

http : //web .s fc .ke io .ac . jp/~akak/down load/Te igen .z i

p   

実 は 、この提言作成への伏線は 2 年前から張られていま

した。2012 年 6 月の第 14 回大会においては、全体シン

ポジウム「日本の外国語教育政策への提言—―英語以外の外

国語の選択必修化を求めて—―」が、司会兼問題提起者：森

住衛    (英 語 )、 提 案者：杉谷眞佐子（ドイツ語）、古石篤子

（フランス語）、水口景子（中国語 /韓国語）、臼山利信（ロ

シア語）の布陣で行われ、複数外国語を学ぶ意義などにつ

いて議論が交わされました。そして、翌年 6 月の第 15 回

大会においては、第一分科会「『もうひとつの学習指導要領』

を考える—―『構造』から『行動』へ—―」が開かれ、そこで

は古石、杉谷、水口、臼山に加えて、福田浩子（英語）の

５人で、具体的に英語以外の学習指導要領を考える方向へ

と歩みを進めることになりました。   

し かし、提言作成が本格的に動き出したのはその年の 8

月です。森住会長の肝いりで最初はシンポジウムや分科会

のメンバーが集まりました。その後、実際に高等学校で教

鞭をとっている先生方も「協力者」として加わり、徐々に

メンバーを増やしていきました。最初は名前のない集まり

でしたが、秋ごろに「多言語教育推進研究会」という名前

も決まり、代表、副代表なども決め、皆、忙しいなか、都

合 10 回以上も会合をもって最終的な提言までたどりつき

ました。（提言の最終頁にも明記されていますが、委員およ

び協力者は次の 17 名です。【委員】植村麻紀子、臼山利信、

                                      

古 石 篤 子 (こ い し あ つ

こ )  

★ 専 門 は フ ラ ン ス 語 教

育 、 言 語 教 育 政 策 。 ろ う

児 や 外 国 に つ な が る 子 ど

も な ど の 言 語 マ イ ノ リ テ

ィ 児 童 生 徒 の 教 育 に も 関

心 を も つ 。 慶 應 義 塾 大 学

名 誉 教 授 。   

                                      

特集    政策提言
エッセイ１  
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柿 原 武史、古石篤子、榮谷温子、杉谷眞佐子、長谷川由起

子、上村圭介、水口景子、森住衛、【協力者】各務恭子、小

林正史、福田知代、藤井達也、藤川穣輔、松田雪絵、山下

誠。本会報への概説はこのうちの６名が担当しました。）   

一 番大変だったのは、提言に盛り込む内容の議論とその

文言の彫琢、そして、各言語の学習指導要領案の間の調整

でした。皆、長年信念をもってそれぞれの言語を教えてき

ただけあり、調整が一筋縄ではいかないことも少なくあり

ませんでした。けれどもそれ以上に、異なる言語の教育文

化（実際違うんです！）に触れて、お互いに学ぶことの方

が多かったように思います。つまり、私たち自身が「異な

ること」、すなわち「多様性」の恩恵を受けたということで

す。   

3 月 に入り、慶應義塾広報室からプレスリリースをして

もらいました。残念ながら、これまでのところ直のリアク

ションはありませんが、種を撒いたということだと考えて

います。今後は、記者会見、 6 月の第 16 回大会での第２

分科会の開催、そして、提言と各言語の学習指導要領案を

核にした書籍の出版、とアジェンダはまだまだ続きます。

それは私たちの目的である、高等学校における複数外国語

の選択必修化が実現するまで続くのです。   

  

【 2 .    特 集    政 策提言エッセイ 2】   

多言語教育推進研究会の活動と成果   

杉谷眞佐子   

グローバル化が進むなか、日本では「英語ができる＝グ

ローバル人材」というような印象が強くなっています。も

ちろん英語は重要ですが、例えば日本の近くには韓国、朝

鮮、中国、ロシアなどの国があり、歴史的にも長い付き合

いがあります。しかし 2014 年現在、日韓の首脳会談は米

国の仲介があって初めて実現というニュースさえありまし

た。世論調査でも相互信頼はむしろ低下しているようです。

この情況を少し斜めから見てみましょう。例えば日韓両国

では学校教育で英語が重視され、様々な支援も見られます。

しかし相互理解が進んでいる、と言うことは難しいように

特集    政策提言
エッセイ２  
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思 え ます。歴史認識の問題もありますが、英語教育がお互

いの理解を促進しているとはいいにくいようです。特に日

本では「国際共通語としての英語」が重視され、個別の国

との「相互理解」という表現はあまり見当たりません。従

ってある意味で当然なのかもしれません。しかし他方で「韓

流ドラマ」等を通じて韓国への関心が高まり、言語学習熱

が 高 ま っ た こ と は ま だ 記 憶 に 新 し い の で は な い で し ょ う

か？相手の社会文化への関心から、言語学習への動機が高

まったと言えるでしょう。   

外 国語の学習は必ずしも相互理解や平和共存に役立つわ

けではありません。それは、ギリシャ・ローマ時代の文化

や古典語などの教育を共有しつつも、さらには隣国の言語

を教育しつつも、悲惨な戦争を繰り返してきたヨーロッパ

の歴史が教えるところです。教育理念や目標を明確にし、

そのための教育方法・教材開発などを行っていくことが大

変重要だと言えるでしょう。   

第 二次大戦後のヨーロッパでは、お互いの文化と言語の

学習が平和共存の重要な柱となり得ることが共通の認識と

なり、基本的人権の尊重、民主主義、法の支配という共通

理念を基に創設された「欧州評議会」 Counc i l   o f   Europe   

(CoE)で は、（いきなり「国際理解」ではなく）人々の相互

理解を進めるために文化交流の促進、具体的には 1954 年

「欧州文化憲章」が制定され、「文化交流委員会」が設置さ

れました。その主要な活動の一つとして、相互の言語学習

の促進が採択され、 1957 年、今日の「言語政策部局」の

前 身 と な る 機 関 が 開 設 さ れ ま し た 。 そ の 後 の Thresho ld   

Leve l や CEFR の 開発は良く知られたところです。このよ

うな異言語・異文化の統合的学習の構想は、国境を越え、

冷戦終結後は東欧を含め、複数外国語教育を推進してきま

した。   

今 回の言語政策学会・多言語教育推進研究会の「提言」

は、社会文化の学習を通じて、平和共存の力を育成する第

2 の外国語教育を目指しています。もちろんヨーロッパで

開発された CEFR を そのまま「輸入」するわけにはいきま

せん。しかし少なくとも「相互理解のための言語学習」と

いう理念、異文化と異言語を統合的に学習する基本構想は

参考になると思われます。またこの構想は、グローバル社

会における広義の「競争力育成」にも通じると考えていま

                                      

杉 谷 眞 佐 子 (す ぎ た に

まさこ )  

★専 門は ドイ ツ語 教育 、

ドイ ツ文 化論 、言 語教 育

政策 。日 独の 歴史 認識 と

異 文 化 理 解 教 育 に も 取

り組 む。前日 本言 語政 策

学会 副会 長。関西 大学 名

誉教 授。   
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す 。アラビア語を初め 7 言語の「学習指導要領案」と共に

この「提言」の実現へ向け、今後も取組みを続けていきた

いと考えています。   

  

【 3 .    特 集    政 策提言エッセイ 3】   

外 国 語 教 育 を み つ め 直 す ー 隣 語 か ら の

提案   

水口景子   

国際文化フォーラム（ TJF） は外国語の中でも、日本人

にとって隣人・隣国のことば「隣語（りんご）」である中国

語と韓国語に注目してきました。両言語は、地理的、歴史

的、政治的、経済的に日本と密接な関係にあって、社会の

形成に相互に大きな影響を及ぼした国・地域のことばであ

り、日本語や日本を再発見するのに最もふさわしいことば

と考えます。隣語は、隣人との対話を深め、東アジア地域

の協調関係を築くことばともいえます。   

そ れだけ重要なことばであるにもかかわらず、2012 年

現在、中国語を開講している高校は 542 校、全体の 10.7％ 、

韓国語が 318 校、6.3％ です。履修者数でみると、中国語

が 22,061 人 、韓国語が 11,141 人 といずれも日本の高校

生の 1％ に も達していません ｡履 修 形 態は選択科目がほと

んどで学習時間数も少なく、担当する教師も専任は非常に

少ないというのが現状です。   

教 師ネットワーク組織の設立、教員研修の開催、高校用

教材の発行など、両言語の教育を取り巻く環境には改善も

みられましたが、教育の指針がないことは依然として大き

な課題でした。現行の高校の学習指導要領では、英語以外

の外国語科目は英語に準じるとして具体的な記述がないか

らです。   

こ の課題を解決するため、TJF は 、高校と大学の中国語、

韓国語教育関係者を中心に外国語教育、国際理解教育の専

門家によるプロジェクトチームを起ち上げ、指針づくりに

取り組みました。外国語教育は学習した言語を使ってその

話者とコミュニケーションすること、そして言語と不可分

特集    政策提言
エッセイ 3  

                                      

水 口 景 子 (み ず ぐ ち け

いこ )   

★ 公 益 財 団 法 人 国 際 文

化フ ォー ラム 事務 局長 。

財団 では、海外 の小 中高

校の 日本 語教 育、およ び

日本 の高 校の 中国 語、韓

国 語 を 中 心 と す る 外 国

語教 育事 業に 関わ る。   
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の 文 化に焦点をあて、文化理解を深めることをめざすもの

であり、それに加えて多様な言語や文化的背景をもつ人た

ちが共に暮らす社会で、学習した言語を使って生徒たちが

社会的な活動をしていけるようになることをめざすべきだ

と考えました。そのためには、言語運用と文化理解に加え

て、 21 世 紀のグローバル社会を生きるためのさまざまな

スキルや能力（コンピテンシー）の養成も重要です。この

ような力を育むための外国語学習の目標・内容・方法を具

体的に提案したのが『外国語学習のめやす－高等学校の中

国語と韓国語教育からの提言』です。   

http : //www.t j f .o r . jp/meyasu/   

当 初 は中国語と韓国語教育のものと考えられていました

が、今ではスペイン語、フランス語、ドイツ語教育関係者

がそれぞれの「めやす」づくりに取り組むなど、この提案

に共感してくださる外国語教育関係者が増えてきました。   

日 本 言 語 政 策 学 会    多 言 語 教 育 推 進 研 究 会 や 一 般 社 団 法

人日本外国語教育推進機構（ JACTFL）のように、複数の

外国語教育関係者が一堂に会し多言語教育の推進のための

制度づくりや教育の指針づくりを議論する場も設定される

ようになりました。外国語教育が抱える課題を解決するに

は時間がかかると思いますが、研究会の提言完成を一つの

スタートとし、外国語教育を変えたいと考える多くの人た

ちの参加を得ることが、大きな力になると確信しています。  

  

【 4 .    特 集    政 策提言エッセイ４】   

日 本 社 会 の 未 来 を 拓 く 多 様 な 外 国 語 教

育を目指して   

臼山利信   

日本の中等教育における外国語教育は、他の教科教育と

ともに、生徒たちの豊かな人間性と社会性を育むことを第

一の目的としています。   

21 世 紀の現代社会は、国内外のあらゆる関係が多様で

複雑、かつ不透明で不安定な社会であり、個人、国内社会、
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国 際 社会の諸関係において非常に高度な利害調整力（交渉

力）が求められる社会です。すなわち、個人益、組織益、

社会益、自国益、他国益、人類益の衝突を高度な利害調整

力によって未然に回避し、Win-W in 関 係（互恵関係、共栄

関係）への志向が強く求められる社会です。   

外 国語の運用能力は、多様で複雑なグローバル社会・グ

ローカル社会を賢明に生き抜くための不可欠なスキルであ

り、日本と世界の調和ある発展・繁栄に直接・間接に関わ

り寄与し得る最も大切な能力の一つと言えます。したがっ

て、多様性豊かな外国語教育は、個人のレベルでは人間形

成・自己実現に、国のレベルでは社会的発展・国家安全保

障に、国際社会のレベルでは経済的互恵・平和的共存につ

ながる、深い理念的根拠を有しています。   

現 在、初等・中等・高等教育の現場で、社会的要請とし

てグローバル人材の育成が急務であるとの問題意識が高ま

っています。そして、グローバル社会の多様性と相互関係

性の大切さを認め、世界の中の日本を意識したグローバル

教育の重要性が認識され、その中心に外国語教育が据えら

れています。外国語教育は、国内外で生じている問題を創

造的に果敢に挑み解決していける力、すなわち、創造的問

題解決能力を育む教育活動の一つと考えられるのです。問

題は、今の日本の外国語教育が英語教育のみに偏重してい

る現実です。世界の多様性・複雑性に適切かつ柔軟にそし

てきめ細やかに対応するための外国語教育は、英語教育の

みでは不十分です。まさにその是正が求められています。

具体的には、日本社会を取り巻く諸状況などから総合的に

判断して、英語の他に、少なくともアラビア語、韓国・朝

鮮語、スペイン語、中国語、ドイツ語、フランス語、ロシ

ア語といった外国語教育に今後国をあげて力を入れていく

べきです。   

そ の意味で、中等教育段階、特に高等学校における多様

な外国語教育の実現は、日本の言語教育政策における喫緊

の課題です。 JALP 多 言語教育推進研究会による今回の提

言は、その課題解決に向けた一つのビジョンを示すもので

あり、その社会的意義は非常に大きいと思われます。   

  

                                      

臼 山 利 信 (う す や ま と

しのぶ )  

★専門 はロ シア 語学 、ロ

シア 語教 育学 、旧ソ 連諸

国の 言語 政策 。特に 日本

の 中 等 教 育 段 階 に お い

て 多 様 な 外 国 語 教 育 を

柔 軟 に 推 進 で き る 言 語

教 育 政 策 の 策 定 に 関 心

を抱 いて いる 。筑波 大学

教授 。   

                                      

特集    政策提言
エッセイ４  
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【 ５ .    特 集    政 策提言エッセイ５】   

英 語 教 育 に 関 す る 産 業 界 の 苛 立 ち を ど

う受け止めるか   

上村圭介   

今年 2 月、「英語教育の在り方に関する有識者会議」の

第 1 回の会合が開催されました。グローバル化に対応した

教育環境づくりの一環として小・中・高等学校を通じた英

語教育全体の抜本的充実を図る上での具体的な方策を検討

することを目的に設置されたこの会議には、上智大学の吉

田研作教授を始めとする英語教育の専門家や、初等教育の

専門家・当事者と並んで、楽天株式会社の代表取締役会長

兼社長である三木谷浩史氏が委員として名を連ねています。  

三 木谷氏と言えば、社内での「英語公用語化」を進めて

いる経営者として知られていますが、その三木谷氏が参加

するということは、この会議が初等中等教育における（外

国語教育ではなく）英語教育の拡大・拡充を進めることを   

強 く意識したものであることを示していると思われます。

現在進行中の英語教育の拡大・拡充に対しては、その効果

や本質論など様々な点から批判が考えられます。そういっ

た批判の多くはおそらく正当なものでしょう。しかし、言

語政策を考える上で注目しなければならないのは、産業界

が、これまでの英語教育の成果について強い苛立ちを感じ

ていることなのです。   

小 中学校から大学まで 10 年近く英語を教わっても、若

者には期待するような英語力が身に付いていず、企業が従

業員を海外派遣しようとしても即戦力にならない、という

実情があります。従業員の英語力を駆使した事業展開を進

める世界のライバル企業との競争で、日本企業は遅れを取

っているというのが、産業界の目に映る現実なのです。ま

た、産業界的な発想からは、もの作りには、品質の向上や

プロセスの改善など、常にイノベーションが投入されてい

るのに、言語教育にはイノベーションが欠けている、とい

うように見えるのです。本学会が、言語教育を含む言語政

策の専門家集団であるなら、このような声にどのように応

えるのか、あるいはそもそも応えることができるのかを今

改めて問うことが必要なのではないでしょうか？   

                                      

上 村 圭 介 (か み む ら け

いすけ )  

★ 大 東 文 化 大 学 外 国 語

学部 日本 語学 科准 教授 。

言 語 的 デ ジ タ ル デ バ イ

ド 解 消 の た め の 言 語 政

策、企業 のグ ロー バル 化

と 言 語 教 育 に 関 す る 研

究等 に従 事。   

                                      

特集    政策提言
エッセイ５  
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し か し、同時に、企業組織の内部コミュニケーションの

言語と、企業とその顧客とを媒介する言語とは、決して同

一でないことにも注意が必要です。英語を使用することで

企業組織の効率を最大化できるようになったとしても、そ

の企業が相手にする顧客、とりわけ異なる言語・文化的背

景をもった消費者が、一緒に英語を話すようになってくれ

るわけではありません。企業による英語重視の経営方針は、

迅速で強固な経営組織を構築するという点では極めて合理

的な選択であると言えますが、企業と言語の関わりはそれ

だけではないはずです。英語力の育成を求める産業界の焦

りからは、言語的に多様な市場への視点が欠けているよう

に見えてしまいます。これは極めて気がかりなことでもあ

ります。私たちが言語政策の専門家集団であるなら、この

ようなことにも配慮しつつ、息の長い言語政策について検

討を重ねていくべきではないかと考えるのです。   

  

【 6 .    特 集    政 策提言エッセイ６】   

多 言 語 世 界 へ の 窓 口 と し て の 英 語 教 育   

—―    現 段階でできること   

森住衛   

周知のように、日本の小学校でおこなわれている英語教

育の正式名は「外国語活動」です。また、中高の英語の授

業の教科名は「外国語」で、科目名が「英語」です。通信

簿も「外国語 (英 語 )」 と なっています。つまり、「外国語」

全体を「英語」で代用する形になっているのです。言うま

でもなく、外国語は英語だけではありません。フランス語

やドイツ語、あるいは中国語を第二外国語や選択外国語と

して教えている中高もあります。しかし、その数は極めて

少ないといえます。この不均衡を是正するのが、本特集で

取り上げている複数外国語必修化に向けての「提言」です

が、この実現には歳月を要します。それまでは、英語教育

が多言語世界への窓口になる必要があります。   

以 下は、すでに拙稿 (「 多言語世界へのまなざし」『英語

教 育 』 大 修 館 書 店    2013 .4)で 触 れ た こ と で す が 、 英 語 の

授業で他の言語について触れる場合の具体的な話題例です。
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こ の 種の話を多少とも意識的に英語の授業で取り上げてい

けば、さまざまな言語文化に対する生徒の興味や関心を喚

起する一助になると思われます。   

  

   ①    文 字 と音    —―    英 語 のアルファベットは 26 文 字だ

が、ロシア語は 33 文字もある。同じ種類の文字を使って、

発音も似ているものがある。しかし、異なるものもある。

H が英語の N、 P が L、 C が S のような呼ばれ方をする。

なぜだろうか。   

   ②    正 書法    —―    英 語は左から右の横書きだが、アラビア

語は右から左に書く。モンゴル語は日本語と同様に縦書き

だが、行の移行は日本語とは逆で左から右へ移る。   

   ③    語 彙    —―    英 語にはフランス語からの借用語が多い。

アングロサクソン系の語彙 vs ノ ルマン系語彙は、土着 ･外

来、難 ･易、造語力の大 ･小などの点で日本語の和語 vs 漢

語の和語 vs 漢 語の関係と似ている。   

   ④    人 名    —―    た と え ば、英語のジョン (John)は 、 ド イ

ツ語はヨハネス、ハンス (Johannes、Hans)、フランス語

ではジャン (Jean)、スペイン語でファン (Juan)で ある。さ

らに、イタリア語でジョバンニ (G iovann i )、オ ランダ語で

ヤン (Jan)、 ロシア語でイワン ( Ivan)で ある。      

      ⑤    語 順    —―    中 国語も英語も「孤立語」で、語順は SVO、

SVC である。そのため、中国人にとっては、英語の文構造

はそれほど苦にならないかもしれない。日本人が韓国 ･朝鮮

語を習うときは、似たような印象を抱く。この 2 つは語順

やテニオハの使い方が同じだからである。   

      ⑥    挨 拶の由来    —―    日 本語の「こんにちは」は「今日は

ご機嫌いかがですか」、英語の Good   af te rnoon .は May  

you   have   a    good  af te rnoon !、 ア ラビア語の「アッサラ

ームアライクム」は「平安が訪れますように」、ヒンディー

語などの「ナマステ」は「尊敬の念を持って」、中国語の「ニ

ーハオ」は「お元気ですか」、韓国 ･朝鮮語の「アンニョン

ハシムニカ」は「あなたは平穏ですか」である。   

  

こ のように英語教師が英語以外の言語文化に触れられる

                                      

森 住    衛 ( も り ず み   

ま もる )  

★ 専 門 は 英 語 教 育 学 ･言

語 文 化教 育学 。特 に、異

言 語 教 育 を 通 し て ど の

よ う な 言 語 観 ･文 化 観 ･

世 界 観 が 育 成 さ れ る か

に関 心が ある 。桜美 林大

学 特 任 教 授 ･大 阪 大 学 名

誉教 授。   

                                      

特集    政策提言
エッセイ６  
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よ う にするためには、英語教師が他の言語のことを知らな

ければなりません。これを制度として保障するには、たと

えば、大学の英語教員養成課程において英語以外の言語の

履修を可能にすればよいのです。この実施には今回の提言

のような長期間の大がかりな準備は不要です。現行の制度

で各大学が英語以外の外国語の科目を設ければ対応できま

す。宣伝めいて恐縮ですが、筆者の勤務校の桜美林大学で

は全学生に自由選択科目の外国語科目として現在 18 言語

を開講しています。このような自由選択科目の中から 1 科

目を英語教員志望の学生には「選択必修」として課したら

どうでしょうか。そうすれば、他の外国語を知ることによ

って英語の知識や能力が伸展するし、何よりも言語観や文

化観の深化や拡大に資することになります。このように複

数外国語必修化には英語教育も関係しています。その実現

の道程は遠いですが、他の外国語教育とともに、英語教育

もできる部分から少しずつでもその任をはたしていきたい

と思います。   

  

【 8 .    委 員会からの報告・お知らせ】   

◆大会委員会より   

今年度後半に行われた地区大会をご報告します。   

  

2013年 度日本言語政策学会 (JALP)甲 信越地区研究会   

日 時： 11月 16日（土） 13： 30   ～ 17： 00  

場 所：新潟大学駅南キャンパス「ときめいと」   

  

2013年 度日本言語政策学会 (JALP)九 州地区研究会   

日 時： 2013年 12月 7日（土） 13： 30   〜 17： 00  

場 所：鹿児島大学教育学部（郡元キャンパス）   

  

2013年 度日本言語政策学会 (JALP)関 東地区大会   

（ 大学英語教育学会（ JACET） 言語政策研究会協賛）   

日 時： 2014年 2月 15日（土） 13:00   ～ 17： 00  

場 所：工学院大学新宿キャンパス   

委員会からの   

報告・お知らせ  
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*九 州 地 区 研 究 会 の 様 子 (2013 .12 .7 )   

  

◆ 大会委員会より   

2014 年度日本語言語政策学会大会は以下の日程で開催さ

れます。   

場 所：千葉大学文法１号棟（文学部）、２号棟（法政経学部）   

プ ロ グ ラ ム の 詳 細 は 学 会 ホ ー ム ペ ー ジ を ご 覧 下 さ い 。

(ht tp : / / ja lp . j p /wp/ )   

  

◆ 広報委員会より   

学会、研究会情報等の投稿を受け付けます。ご希望の方

は事務局（ ja lp . j imu@gma i l . com） に 、 氏 名、所属を添え

てご連絡下さい。原則として添付ファイルは送信できませ

んので、詳細が掲載されている    HP な どありましたら、そ

ちらのアドレスにリンクを貼るようにご指示下さい。   

  

＊ 	 ニューズレターの記事を学会や著者の許可なく引用・転

写 す る こ と は 禁 止 さ れ て い ま す の で 、 ご 注 意 く だ さ い 。  


